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４．議事概要　
４－１．第２回金流商流情報連携タスクフォース議事録の確認　

・第２回金流商流情報連携タスクフォース議事録（金流2013-3-02）は、同第２回会議後回付の議事録(案) 議事「４－２．POファイナンス実証に向けて」関連のTFリーダー修正版につき説明が行われ、内容を確認した。
４－２．POファイナンス実証に向けて　　
・ファイナンスサービス実証実験に関し、現況について同検討作業の担当メンバーが概略説明を行った。相乗り予定だった (一財)流通システム開発センター（DSRI）の実証実施が次年度に変更されたため、当TFの実証検討も年度内はスキーム固めに注力することとした。
・DSRIの実証の検討は日本チェーンストア協会中心に進めているが、百貨店協会、その取引先の日本加工食品卸売協会等、小売りだけでなく広く関係団体の要望も洗い出し具体化したい。前週に加工食品卸売協会の会議で現状を話し、アンケートをお願いした。その結果等も踏まえて、実証実験の項目や必要桁数等を今年度第４四半期と次年度前半に固めて行きたい。
・ファイナンスサービス実証実験に関し、資料（金流2013-3-03の１～４ページ）により同検討作業の担当メンバーおよびリーダーが概要説明を行った。同スライド５・６（EDI情報の融資への活用：実証実験のために検討した､金融機関へのヒアリング内容(案)）の概要説明を行い、意見等を要請した。
・ISO20022により桁数の制限がかなり緩和されている。まずは140桁でどのようにするかミニマムの議論を進める。添付資料等を多く付ける必要があれば、その対応も検討する。
・実証ではある程度標準化を考慮してデータ交換を行うことで、融資活用への道が開けるのではないかということで進めたい。資料03の３・４ページ上段のスライド５～７に関し、コメント等を重ねて要請したい。
・以前から、銀行側からすると「企業はどういう情報が出せるのか」､企業側は「どういう情報であれば銀行が融資してくれるのか」が当TFで議論されて来た。資料に示した項目は暫定案で今後項目追加の可能性もあるが、企業の活動状況等を融資前に確認し、融資後、期限内返済まで運用することに結び付く情報を出すことに関し意見等を願う。
・次年度、実証環境を作って行く際にロジックを組まなければならない。どの項目のどこをどういう形で掛けたり足したりするか今年度第４四半期内に技術分野を含め議論しないといけないので、意見等をお願いしたい。
・項目がまだ粗い等、また、仕様がこれで正確か確認の必要もあり、材料を持寄り個別のスタディを行ってみるのも良いと思われる。そのための分科会等を開催するので、関心ある方々は参加されたい。
４－３．国際サプライチェーンファイナンスについて　
・国際サプライチェーンファイナンスSCFに関し、資料（金流2013-3-03の５～７ページ上段）によりリーダーが概要説明を行った。また、同検討作業の担当メンバーが補足説明を行った。
・国際SCFのニーズ調査を今年度開始する方針で来ている。国際SCFはどうカテゴライズ出来るか、そのどこに注力するかの検討の中でまとめた資料03の５ページ以下に掲載のスライド10「国際SCFの検討スコープ」、11「国際SCFの連携パターン(スクエアモデル)」、12「国際SCFの連携パターン(トライアングルモデル)」、13「国際SCFの金流商流情報連携例(その他)」の各概要を説明した。連携パターン内の○☓△は絞込みの一つの案であるとして、各位に意見を要請した。
・BPO（Bank Payment Obligation）に関し、資料（金流2013-3-03の７ページ下段～10ページ）によりリーダーが中間報告として概要を説明した。また、同検討作業の担当メンバーが補足説明を行った。
・BPOはBPOの有効な所があると思う。POファイナンスとの比較等も分析したい。
・貿易決済電子化のスキーム（参考資料：貿易金融における新たな取り組み　図13）だが、まず企業受注の写しを要求し、次に船荷の原本を要求、税関書類作成後、船に載せ出港したことを確認出来れば、双方を信用して支払を行う。POに続き一連の必要書類等を揃える訳で、国際サプライチェーンファイナンスの中のPOファイナンスである。POに関連した分析を行い、それを用いてファイナンスに繋げる道等を探って行く。
４－４．海外現地調査報告
・タイ バンコク現地調査に関し、資料（金流2013-3-参考2）により事務局が主要点の概要報告を行った。

４－５．今後の予定 　
・上述作業の事項別スケジュール等を勘案して、下記の会議日程を合意した。
第４回TF全体会議　２０１４年３月４日(火)  14:00～17:00  於．機械振興会館
　
配布資料 一覧：　
金流 2013-3-01　第3回金流商流情報連携TF議事次第

金流 2013-3-02　第2回金流商流情報連携TF議事録（案）
金流 2013-3-03　ファイナンスサービスの検証および

グローバルサプライチェーンファイナンスの調査

金流 2013-3-参考1 商流ファイナンスに関するワークショップ－ 第４回「貿易金融に
おける新たな取組」の模様（2013年11月2日金融高度化センター）
金流 2013-3-参考2 海外進出バンコク日系企業調査報告（速報）
付録：議事詳細

A．POファイナンス実証に向けて　　

・ファイナンスサービス実証実験に関し、現況について同検討作業の担当メンバーが概略説明を行った。：相乗り予定だった (一財)流通システム開発センター（DSRI）の実証実験実施が次年度にスケジュール変更が生じ、当TFの実証実験検討も年度内はスキーム固めに注力することになった。

・DSRIは決済情報と消費情報の連携のための検討会を立上げ、実証実験を今年度実施したいと参加メンバーを集めていたが、次年度消費税の増税が決まり、参加メンバーは増税へのシステム対応時期が重なることから、実証実験を次年度に延期した。

・DSRI参加の日本チェーンストア協会情報システム委員会で具体的なシステムの概要まで検討してきた。その中でEDI情報欄の活用につきアンケートを取ったところ、情報システム担当者達から「どんな活用が出来るか再度社内でつめたい。」という意向も示された。　

・実証の検討は日本チェーンストア協会中心に進めているが、百貨店協会、その取引先の日本加工食品卸売協会等、小売りだけでなく広く関係団体の要望も洗い出し具体化したい。前週に加工食品卸売協会の会議で現状を話し、アンケートをお願いした。その結果等も踏まえて、実証実験の項目や必要桁数等を今年度第４四半期と次年度前半に固めて行きたい。　

・ファイナンスサービス実証実験に関し、資料（金流2013-3-03の１～４ページ）により同検討作業の担当メンバーおよびリーダーが概要説明を行った。
・資料03のスライド３により、上記スケジュール変更後の「POファイナンス実証のスケジュール」として、今年度第４四半期と次年度の計画を紹介した。　　　　　　　

・同スライド２・４（POファイナンス実証実施に必要な活動と現状・実証スケジュール(案):今年度第４四半期と次年度前半に予定の金融機関対象の活動）の概要説明があった。

・同スライド５・６（EDI情報の融資への活用：実証実験のために検討した､金融機関へのヒアリング内容(案)）の概要説明を行い、意見等を要請した。

・同スライド７（XMLへの設定項目の具体化：スライド６の指標(例)からの設定項目）の概要説明があった。　
・同スライド８（ISO20022におけるEDI情報格納可能領域）の概要説明がなされた。EDI情報の格納は、図構造内のRemittance Information（備考欄）のUnstructuredかStructured、同欄のSupplementary Dataか構造全体のSupplementary Dataのいずれかに可能である。

・ISO20022 Pain.001.001.05振込のRemittance Informationと、同20022 Camt. 054.001.04入金通知のRemittance Informationの２メッセージ(案)のたたき台を前年度リーダーが作り、検討のためDSRIに持帰ってもらっている。
・ISO20022により桁数の制限がかなり緩和されている。まずは140桁でどのようにするかミニマムの議論を進める。添付資料等を多く付ける必要があれば、その対応も検討する。
・同説明に関し、下記の質疑応答および意見交換があった。：
（問）・プロジェクトで使うXMLフォーマットにISO20022の一部メッセージを使うということだが、銀行／ユーザ間のネットワーク（ファームバンキング）に同20022のフォーマットを使うということか。　

（答）・現時点のイメージレベルのものであり、銀行側、(一社)全銀協とこれから話し合うことになる。

（問）・ISO20022のメッセージに登録されているタグ情報でXMLを構成するということか。　　
（答）・DSRIは、流通業界に特化したものを作りたい訳ではなく、自動車業界を含め幅広い業界に展開されるよう、最初のパイロット的な業界として流通が手を挙げて行く意向である。そこで、国際規格としてISOの定めるメッセージを使用することとし、同20022の構造のうちEDI情報の所だけを資料に大きく示した。基本的には20022の振込メッセージそのものを使う。

（問）・仮に20022を使う場合、複数の小売業者、複数の金融機関がからむことになると、Variantの問題が発生すると思う。特にEDIの情報に関して何か検討しているか。

（答）・EDIの情報というのは、受発注に関わる情報である。

（問）・受発注にからむ基礎的な情報だけであればそれ程ぶれないだろが、ニーズによって色々な情報が付く可能性がある。Supplementary Dataで備考欄的に入れられる情報であれば構わないが、個別のタグを設けなければいけない情報が出て来ると、20022への変更要求が生ずる。取引情報の全部を20022に当てはめようとすれば、この問題が出て来るであろう。

（答）・EDI情報に関し、国内の流通業界での受発注のやり取りは流通BMSで標準化し項目等の使い方も示した基盤が定まっている。受発注の範囲で、流通BMSの標準項目を使い、ISO20022の振込メッセージに必要なものをあてはめるということが決まれば、標準で使用しているものであり問題は無い。振込や入金通知でさらに必要な情報に関しては、ヒアリング中である。リクエストの言い方が異なるものは、日本チェーンストア協会や流通業の団体、取引先の卸業の団体で合意を得られるものにしようとしている。

（答）・Painは振込のメッセージで、Supplementary Data以外の構造Structureに関しては、振込サービスを実現するために必要な情報である。振込情報としてはこの形で問題は無い。Supplementary Dataは、銀行に渡すというより、銀行を通して振込まれる当事者に渡って行った時に役に立つ情報である。流通BMS等で決めてもらう必要がある。Supplementary Dataの構造を決めるということと、全体のPainを決めるということとは分かれていると思う。Supplementary Dataを変えた場合でも、Painの形が変ったということではない。Supplementary Dataは登録・公開が必要となっているが、具体的な扱いはまだ規定されていない。今後の議論のポイントになろう。送り手と受け手が理解すれば良いだけであるので、登録の有無にかかわらず使うことも出来なくは無かろうとの見方もある。だが、多様な人々が使うという意味では、送り手と受け手２者だけで決めてというよりは、業界団体等で決め、明細を送る時にはこの形でというほうが良い。当活動を一つのケーススタディとして考えて行き、ISO側と議論しどう進めるかを検討できると考える。
・ファームバンキングという観点で銀行と話した際に、Painの振込メッセージを全銀のフォーマットにぶつけてみた。EDI以外はコンバートがきれいに出来、既にやっている所がある。振込メッセージを受付けて振込を実際に行う銀行の立場としては、EDI以外の所はＯＫということである。日本では、振込手数料の関係で複数請求書のまとめ払いを行うので、どの分と判るようEDIがあれば消込処理が便利になろう。EDI部分に関しては、多くの企業と話し合い、Supplementary Dataの中に業界を跨いだ項目が入って来れば、融資分析に使えるのではと考えられる。

・自由に入れられる任意の箇所があることになったが、実証実験ではある程度標準化を考慮してデータ交換を行うことで、融資活用への道が開けるのではないかということで進めたい。資料03の３・４ページ上段のスライド５～７に関し、コメント等を重ねて要請したい。

・以前から、銀行側からすると「企業はどういう情報が出せるのか。」､企業側は「どういう情報であれば銀行が融資してくれるのか。」が当TFで議論されて来た。資料に示した項目は暫定案で、役立つ項目の追加も期待される。企業の活動状況等を融資前に確認し、融資後、期限内返済まで運用することに結び付く情報を出すことに関し意見等を願う。

・同説明および要請に関し、下記の質疑応答があった。：
（意見）（問）・今回の説明で、受発注情報を扱うことが可能であると判った。ただ、金融機関に全ての受発注情報を持って行っても困るであろう。

（答）・前回当TFで説明したが、振込メッセージだけを銀行に送り、入金されて来た明細にもう一度付け直して渡すという実証実験をやろうとしている。140桁であれ、1000桁であれ、付け直すということでは一緒である。企業ニーズありきで考えるほうが良いと考えている。

（問）・その場合、日々のEDIの情報とスライド７の金融EDI設定項目（例）だけが積重なるとこうなるのか。また、それを誰が集計するのか。

（答）・今考えているイメージだが、DSRIと話しているのは、企業から数千数百バイトのものを付けた形で、振込データを受ける。目的は消込と融資の分析である。消込のためにEDIは届けるのが元々の企業のニーズである。銀行にとっては、企業の消込を届け出るためだけにシステムを対応させるのはメリットが無く無理だ。何か銀行も得られるものが無いか、融資活用の可能性はあるということを話したい。こういう情報があれば、掛けたり足したりして融資に生かせるのではないかと、具体論として銀行に申し入れたい。　

・次年度、実証環境を作って行く際にロジックを組まなければならない。どの項目のどこをどういう形で掛けたり足したりするか今年度第４四半期内に技術分野を含め議論しないといけないので、意見等をお願いしたい。

・項目がまだ粗い等、また、仕様がこれで正確か確認の必要もあり、材料を持寄り個別のスタディを行ってみるのも良いと思われる。そのための分科会等を開催するので、関心ある方々は参加されたい。

・同説明に関し、下記の質疑応答があった。：

（問）・Unstructuredの中か、Supplementary Dataか良く分らないが、送る支払、発注、請求は、１対１ではない。発注に対して複数の請求が出たり、複数の請求に対して振込がまとまるということがある。それが分るようにSupplementary Dataに入れる訳であろう。

（答）・消込であれば、そうである。

（問）・消込に必要な情報が、上にあるものをカバーしていると有り難いと考える。消込に使うのであれば多分、国際標準の送金通知Remittance Adviceの情報が１つのたたき台として使えるであろう。

（答）・１つの考え方として、データの再利用と考えると構造を変えるよりそのまま入れるほうが、システム的には楽であろう。　

（問）・対応する請求書全部をそこに並べるということか。
（答）・そうである。共通化されたデータ項目で作っておくと、メッセージが色々と変っても同じ取出し方が出来る可能性がある。そうであると、種々の業界の色々なメッセージであっても、入れるデータが、例えば「金額」が共通化されていれば、XMLだとXパスで取出せる。技術的なメリットがあり、再利用する観点から情報を見ると出来ることがあろう。

（答）・消込に有効な情報という観点でまず入れ、それを融資にも再利用するというようにする。融資は融資用のものを作り、消込は消込用のものを、とすると手間が掛る。消込のために入れているが、銀行側から見ると企業活動の表れに読替えられる、というように出来ると良い。

（答）・質問の中の｢まとめ払い｣だが、上流から受発注、納品、検収、請求までが流れ、(入金はまだでも)仮消込する。どの請求書を合算して支払うかは、これまでの何通分とこれは払える等の観点から決められる。それがPainメッセージになり、振込単位で作られ、どの請求に支払い、支払ったうちの何通だ、等の消込のための情報を付ける。複数請求書の内容は、中身の諸々を貼付けるのか、その中の金額と個々の明細だけを集め、記載し設定してもらうのかだ。後者の、誰かが編集しタグを決め、多くの請求書のうちの項目を集めて入れておくことが最低限、消込に寄与すると思う。140桁の上に任意の付加が可能となり、証拠としての請求書もそのまま貼付けが可能となった。

（問）・その上の議論まで今年度中に行うのか。

（答）・実証実験は、「まずここから」とか、出来た所から始めて行くことにならざるを得ないと思う。なるべく将来を見据えた形で議論する。

（答）（意見）・リーダーの言うように、消込に必要な情報の標準に何があるかから追い、それで足りないものをどうするか、その場合にはインボイスの情報をそのまま使うか、サマリーしたRemittance Advice標準を使うか、の議論をする必要がある。
（意見）・了解である。各位の知見等をいただき、そのように進める。

B．国際サプライチェーンファイナンスについて　
・国際サプライチェーンファイナンスSCFに関し、資料（金流2013-3-03の５～７ページ上段）によりリーダーが概要説明を行った。また、同検討作業の担当メンバーが補足説明を行った。
・国際SCFのニーズ調査を今年度開始する方針で来ている。国際SCFはどうカテゴライズ出来るか、そのどこに注力するかの検討の中でまとめた資料03の５ページ以下に掲載のスライド10「国際SCFの検討スコープ」、11「国際SCFの連携パターン(スクエアモデル)」、12「国際SCFの連携パターン(トライアングルモデル)」、13「国際SCFの金流商流情報連携例(その他)」の各概要を説明した。

・連携パターン内の○☓△は絞込みの一つの案であるとして、各位に意見を要請した。

・同説明に関し、下記の質疑応答および意見交換があった。：

（問）・海外の企業が邦銀を使うという形は、海外にある邦銀であれば良いが、国内の邦銀を使うということか。ダイレクトに資金を、国境を越えて送るということか。送金規制があるから、ダイレクトには難しいのではないか。

（答）・その点は、どう使っているかを聞かなければいけない。

（問）・邦銀の海外支店であるということであれば分る。海外支店が同じ邦銀とカテゴライズされているのか、別と考えているのかで違う。

（答）・そこは、まだ聞いていない。

（意見）・特に海外の企業が、国内の邦銀とダイレクトにやる時には、色々な法規制に引っ掛かるということがある。　

（意見）・一方で、融資とか与信という時に、どうなるのかがまた分らない。日本の銀行が海外に融資するかというのは分らない、子会社の場合だとどう関係するのか。

（意見）・タイ バンコク等のヒアリングでも、取引しているのは海外の邦銀である。
（意見）・もう1点は、「子会社」と言うのは海外では別会社になる。現地国は税法上別会社として見ている。

（意見）・この点は、検討から漏れている。

（意見）・バンコクでのヒアリングで、ファームバンキングは日系の銀行と行っているということであった。
（意見）・この点がどうなのかを、自社内で調べてみる。　
（意見）・邦銀の海外支店や現地子会社を正確に記述してみる。

（説明）・これらパターン等の図を検討したのは、アンケートを行い、状況やニーズを把握するためである。国際サプライチェーンの国際の意味は、クロスボーダーの貿易を意識することと、クロスボーダーにおけるマルチカレンシーの要素が入って来ることとした上で、片方の銀行が日本でないと金流商流情報連携の意味が無いという思いがある。少し恣意的ではあるがスコーププランとして描いたものである。前にCCC（Cash Conversion Cycle）の話をしたが、貿易が間に入ると手続は面倒で紙ベースも多くCCCも長い。円貨だけに絞る、国内の銀行同士だけ、というよりも貿易を含む所にニーズがあるとすれば、今年度着手すべきと考え、こうしたスコープのイメージを示した。

（意見）・海外の中の取引や国内の取引は別にして、ここでは貿易に絞ったほうが良い。

（意見）・国内であれ海外であれ、「EDIの中身を分析してファイナンスに生かす。」という目的は一緒と考える。国内では振込指示があって入金明細が出るが、クロスボーダーでも精算が行われ明細が発生する。その中身を分析しファイナンスに生かすのは一緒で、ただ見るものが異なる。国内であればファームバンキングEDIを見て分析する。海外だとSWIFTを含め、インボイス・メッセージ等を見て、海外なりの慣習、法律等を意識して分析し、融資に関する情報に出来るかを検討する。相異点は円貨以外であることと手続が異なることである。その観点での情報収集と、CCCの話も絡めた議論が必要である。 

・BPO（Bank Payment Obligation）に関し、資料（金流2013-3-03の７ページ下段～10ページ）によりリーダーが中間報告として概要を説明した。また、同検討作業の担当メンバーが補足説明を行った。
・参考資料として配布の「商流ファイナンスに関するワークショップ － 第４回「貿易金融における新たな取組」の模様」（2013年11月2日於.金融高度化センター）内のLC vs TSU（Trade Services Utility）／BPO図を参考にした３スライドおよび国際商業会議所ICCのBPO 統一規則ガイドによる２スライドについて説明があった。
・「商流ファイナンスに関するワークショップ ～」には、国際サプライチェーンファイナンスの観点から見て２つの話題－ 電子化および、紙と手作業に代るEDI化を図るTEDIやBOLEROのような貿易金融EDI化とがある。TSU／BPOにおいて、POを受けて物を作り船で送り出す段階で、相手側に納品・検収されていなくても、銀行は一定のリスクを負い、支払を行う。BPOは決済だけをするのではなく、広義で言う所のPOファイナンスのような、配布参考資料後半の図の通り貿易決済電子化として、信用しL/C無しで掛けで行い、決済をL/C無しで行う。L/Cが無くてもサプライチェーンに組込まれた相手との取引が充分信用され認められている場合に、先んじて支払を行う。先んじて支払を行うということは、リスクを取って先にファイナンスすることと捉えられると認識する。ただし、国際サプライチェーンファイナンスにはEDIの中身、インボイスの中身の分析により、相手との取引実績、与信を示せることの必要性は、国内・海外ともに同じであろうから、単純にBPOを促進させれば良いということではない。

・何を海外におけるサプライチェーンファイナンスと言うかを問うと、殆どの人がTSU／BPOという話に行き着く。輸送手段の事故に関し保険を受けたとしても、届いた際に相手方に問題等が無い時には決済を行うということを、一般に国際ファイナンスであると言うことが結構多いということも分って来た。　
・BPOはBPOの有効な所があると思う。POファイナンスとの比較等も分析したい。

・貿易決済電子化のスキーム（参考資料：貿易金融における新たな取り組み　図13）だが、まず企業受注の写しを要求し、次に船荷の原本を要求、税関書類作成後、船に載せ出港したことを確認出来れば、双方を信用して支払を行う。POに続き一連の必要書類等を揃える訳で、国際サプライチェーンファイナンスの中のPOファイナンスである。POに関連した分析を行い、それを用いてファイナンスに繋げる道等を探って行く。

・同説明に関し、下記の質疑応答があった。：
（問）・BPOの図に発行銀行と接受銀行があり、TSUでは１銀行が示されている。２つの銀行がどう支払うのか。情報をマッチングするのは１銀行に限定されるのか。

（答）・マルチである。TSUは、実際はSWIFTが提供している。TSUはSWIFTの個別サービスの名称で、資料03の９ページ掲載のスライド17にあるTMAはICCで決めた（同種サービスの）一般名称である。

（問）・そのSWIFTの情報を銀行が見るということで、銀行がサービスしている訳ではないということか。

（答）・TSUは、トランザクションフローに改竄が無いか、中身が正しいか等のマッチングをする仕組みだけをSWIFTがサービス業者にさせているものである。TSUの延長上でBPOまで来たが、日本の｢でんさい｣ネットと異なるのは、法律に担保されていないため先んじて支払うリスクを負うのは銀行である。ICCがTSU／BPOの仕組みを承認しTMAの呼称にした。
（問）（意見）・参考資料（貿易金融における新たな取り組み　図13）図内の「原本」だが、原本の銀行提示は必要無い。同図で直線矢印の「写し」がTSUに関わるのであって、原本は銀行を介さず当事者間でやり取りされ、その矢印は銀行を迂回する形で示されている。今までのL/C取引が原本提示で銀行を介するため、貨物が到着したのに書類が着かず引取が出来ないという問題があった。L/C取引は減少し銀行では全体の２割程度になって来てオープンアカウントが大体８割ということである。BPOでは原本提示でなくコピーの提示になり、銀行間システム内で双方のデータをマッチングをすることにより支払を行っている。
（意見）・SWIFTはTSUシステムの開発を行って、2013年６月にICCにより承認され国際標準として使えるようになった。まだ利用度は少ないが次第に使われると見られ、中国の銀行等も積極的に始めている（ (一般財)日本貿易関係手続簡易化協会JASTPROの委員会で銀行委員からの情報）。

（答）・当TFの検討は、金融機関の間のシステムを前提にしており、国際受発注から最終的に決済される時の内容も含め、商流情報（EDI）の内容分析とマッチングを行うことにしている。

（問）・TSUの図で、写しの情報は銀行が手で入力するのか。

（答）・手作業か否か不詳。写しからの手入力または企業側に電子データがあればそ

れをアップロードすると思われる。

・オープンアカウントの普及が進んでいるとの紹介があったが、サプライチェーンで調査を経て相手が信用できるとなれば、一定のリスクはヘッジされる。銀行にとってL/Cがあれば介在して見えるものがあるが、オープンアカウントでは銀行は決済の所だけを扱い取引が見えない。その間を取り、銀行間のシステムの中に、商流からの情報をファイナンスの目的でTSU／BPOへ提供する代りに銀行側に見せてもらうということを想定している。商流情報を銀行に一定レベルで提示しファイナンスに寄与させ得るようにするということと通じる所がある。

・同説明に関し、下記の質疑応答および意見交換があった。：
（問）（意見）・BPO とTSUは必ず２個１なのであろうか。融資の観点だが、アジアの零細国からの原材料調達の場合、その国の零細企業は輸出したものへの入金を早く得たいという際にどうするかということがESCAP等で話し合われている。トレードファイナンスには多くがあり、BPOも完全ではないが一つの選択肢と考えられ、それ以外にバイヤーの信用力によるバイヤーズファイナンスでアジアの零細国の輸出者を助けるとか種々の切り口があるようである。輸出者と輸入者、またそのロジスティックス関係者等が零細である場合のファイナンスをどう考えるか、スコープが広がるが、当TFの作業に関してもスコープを絞り、区切り等を見定める必要があるのではないか。

（答）・ネット調査や種々の方々との話の中で、トレードファイナンス、ロジスティックスファイナンス、ベンダーファイナンス、バイヤーズファイナンス等が出る。銀行が取掛り易いのがあまりリスクの無い、支払側が納品検収する売掛債権・債務による確定インボイスを挙げることが多い。やれると考えられる所と、チャレンジ性がある所とを、時間軸やロードマップ等を考慮の上、議論して行きたい。

（問）・このBPOは支払の保証で、銀行間だけということだが、何か書類等はあるか。

（答）・確約であって、書類は特に存在しない。
（問）・つまり、TSUの情報だけということか。TSUの情報があると、どの時点でBPOが発生するのか。船荷まで来てからか。

（答）・データが来てからである。

（問）・であると、銀行間の約束として輸出者に対しいつ払えるのか。

（答）・オブリゲーションが出来た時点から払う義務が生じると言っているだけで、払うかはその銀行次第である。

（意見）・融資可能な時点が一つではなく、いくつか出て来ることになる。BPOというオブリゲーションが発生する段階の前の融資もあり得るし、オブリゲーション発生後、支払までの間の融資もあることになる。

（意見）・通常、BPOが行われるのは、輸入者側が船荷のデータを確認しそれを受容れるという情報を受けてから支払までの間である。そこをBPOがカバーしている。

（意見）・物までは終ったので決済を急いで行う、というのがBPOである。それ以前の部分は融資になるので、受発注時点の融資ニーズはそのままある。受発注時点融資とPOファイナンスとは、異なるということになる。

C．海外現地調査報告

・タイ バンコク現地調査に関し、資料（金流2013-3-参考2）により事務局が主要点の概要報告を行った。

・調査の目的（国内で海外と取引を行っている企業、および海外に進出して現地企業と取引を行っている企業を対象に、グローバル・サプライチェーンのための情報基盤の現状とニーズのヒアリング調査を行う。－ 昨年度のバンコク調査に続く今回の主要点は、①グローバル・サプライチェーン構築における現地ITビジネス展開の可能性調査、②次年度予定の現地実証実験の環境調査と現地企業への参加依頼。）、調査期間（12月2日～12月4日）、日程と調査対象組織（８）、調査団員（５）、調査項目（９）が示された。

・次年度予定の現地実証実験を念頭に在バンコクの日系企業を調査。昨年度のバンコク調査でのヒアリングにおいて、タイ内で「手書き署名が多く大変。」と言われている商習慣の回避方法等に関し、タイ政府のETDA（Electronic Transactions Development Agency）と会合を行った。

・タイではかつて国連ECEで検討されていたeDocの仕組みを使用しようとしている｡税務署は手書き署名と等価と見なすことを認めているようだが、実用状況は不詳である。必要データを手入力または社内システムとの連動によりPDFのメッセージを作成する。入力完了後、サイン欄をクリックすると当事者登録済のサインがいくつか出るのでその一つを選択する。これに対しパスワードを入力すると、デジタル署名付き文書が生成される。見た目には手書き署名だが、サインイメージだけでなく、そのPDF文書全体をハッシュ化しPKIのサインを付け保存する仕組みである。第三者機関によるタイムスタンプがオーソライズされ、署名者のオーセンティケーション（＝CAの証明）が付いて、“Document not altered”であるので改ざん防止、発信否認防止が実装される。

・タイの投資委員会BOI（Board of Investment）とは、当eDocの仕組みについて認めるよう交渉中の由である。

・同報告に関し、下記の意見交換があった。：

・技術的に言うと、少し前までは難しかったが、最近HTML5という技術を使うと、上述のようなものを作るのは簡単である。HTML5は画像等が主だが、画像データを扱う機能がブラウザにあって、その時のメリットはブラウザ上で手書き署名をし、その署名文書が発行出来ることである。また、XML系でもデータ処理が出来る。これを組合せれば同様のことが出来よう。スマホやタブレットで作ることは容易になっている。PDFだと遅れている感もある。

・eDocは、アドビのPDFまたはマイクロソフトのWordを使った仕組みである。そのメリットは、電子化していず良く分らない中小企業がインボイスを作成し、ネット上をXMLメッセージとしてデジタル署名されて大手企業に届き自動処理される、という流れにある。
・アプローチとして非常に良い。日本国内だと、保険の分野での利用者との契約の電子化がこれに近い。押印でなく署名で良く、署名情報をノートパソコンやタブレットで入れて契約するということが広まって来ている。

・こうした方式の普及は日本国内の中小企業ではなかなか進まない。タイで進んで行くという状況と言えよう。

・国際サプライチェーンの電子化で、BOLEROやTEDIがなかなか普及しなかった要因の一つとして、デジタル署名の所まで取決めて全部しなければいけないということもあろう。このことからすると、タイのeDocは普及の可能性のある理想的なものに見える。

・この仕組みは初め国連ECEでプロジェクトとしてやっていて、アドビとマイクロソフトがサポートしていたが、プロジェクトが国連CEFACTに移った後に立ち行かなくなった。タイは国連ECEの標準的なものとして早くに手掛けていた。

・それがどうすれば普及して、回り回ってEDIが実際に出来るようになるのだろうか｡そのEDIの中身を見て、分析出来るということに繋がるのだろうか。

・いずれにせよ、こうした取組は流れが来ていると思われる。

・少なくともPDFとかWordとかには、あまり「ベンダー・ロックイン」と言う反論は無いであろう。

以上
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